
医療法人葵会総合ケアステーション

みんなでつくる事業・経営・運動

2020年前期号むつみ表紙より抜粋
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2017年に現在地に移転
• 現行の建物は平成10年に建て替えた待鳳診

療所の跡地を再利用したものです。
• 2017年7月に、改修工事1450万円、移転費用

220万円（事業所費用）をかけて、デイサー
ビスを残し、訪問看護、居宅介護支援、包
括支援センターが移転しました。

• 同建物3階にある社会福祉法人七野会訪問介
護事業所と連携し、困難な事例等への対応
など協力関係が築けています。

• 建物は町内会の会議や予防推進センターの
ヨガ教室、待鳳友の会の行事、健康教室等
に活用されています。（コロナ感染拡大の
予防対策で2020年3月以降は中止）

• 雨に弱い建物構造により、毎年雨漏りや床
からの雨水透水による工事費用が発生して
います。利用者家族様からの寄付によるお
むつは建物にも活かされています。

(2020年総括介護資料より抜粋）
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待鳳診療所跡地に訪問事
業所が集まった。前にはバ
イクがずらりと並んでいます。



事業概要

常
勤

非
常
勤

事
務

常勤換算
(体制）

訪看 5 4 1 7.8

居宅 4 3 5.6

包括 6 3 1 プラン
ナー4
専門職5

総数 15 10 2 27名の
職員

訪問看護事業・居宅介護支援事業所・包括支
援センター受託事業

人員体制

2019年度の収支
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2020年度12月累計実績(千円単位）

収益実績 収益予算 費用実績 費用予算 純利益

訪問看護 54259 46758 46595 44879 7913

居宅介護 28661 29908 30646 30114 ▲1536

包括支援 17839 17064 43557 43768 ▲970

事業外 25867 26784 420 414

ステーショ
ン

100759 93730 120799 118761 5407

法人 941957 985814 978174 979690 ▲18314
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＊新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金(医療・介護）によるICT化に伴
う費用を算出している。またその割り振りは正確ではないため、ステーション全
体としての結果を見る必要がある。
＊コロナ感染拡大の代替えサービスとして、訪問看護の需要が高まっている実態
がある。



事業活動の柱としてきたこと
(2020年総括会議より抜粋）

①事業所の連携

役責者が主催する事例検討会は4カ月に1回を目安に開催し、支援するサービス事業所
や法人内医療機関など参加を呼び掛けている。本人の意思決定を基本にしながら、医
療と介護が情報共有し連携して支援することの困難性や重要性を再確認できた。

②地域やサービス事業所との連携

定期的な地域ケア会議が開催され始め、関係する学区に参加しながら（大宮・紫竹・
待鳳・柊野・上賀茂・元町）地域住民やサービス事業所との連携を広げてきた１年
だったが、コロナの影響により2020年2月以降は開催中止となっている。

③広報活動を重視して

「むつみ」を２回発行し、開業医やサービス事業所への宣伝効果が得られている。地
域ケア会議等でも積極的に配布し、事業所の活動を周知しているが、後期号はコロナ
の影響により、各種会議が軒並み中止となった。包括支援センターは「紫竹だより」
を年間3回発行している。ホームページは毎月更新。

④県連・法人の方針の実践

各県連の機関会議（訪問看護ステーション所長会議、ケアマネ委員会、包括センター
長会議）や法人理事会、常務会の方針に基づき、事業所の運営や活動を行ってきた。
法人内会議には引き続き教育委員、広報委員、共同組織委員を派遣した。事業所内で
は、共同組織担当者会議、広報委員会を定期的に開催している。秋の介護ウェーブ推
進会議に参加した。
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2020年4月16日緊急事態宣言
業務体制の変更

【事業所】
訪問看護
分室・2チーム制にすることで、職員の感染ルー
トを遮断し危機管理体制に備えた。直行直帰等
採用、利用者向け「感染対策のお願い」を2回発
行。
包括支援センター
地域の会議や訪問活動が出来なくなったため、
業務量が縮小した。オフィスの蜜を避けるため
スタッフ1名週1－2回の在宅ワークを採用した
居宅介護支援
訪問活動や担当者会議等が中止となった。オ
フィスの蜜を避けるためスタッフ1名週1－2回の
在宅ワークを採用した。

＊4/27京都市通達「新型コロナウィルスの感染
拡大防止のための利用者の居宅等への訪問、面
談及び会議の開催を求める運営基準、介護報酬
等の臨時的取り扱いについて」

【法人】
・コロナ感染対策本部会議を
3月より開催し、感染対策指
針、職員・職員家族が発熱し
た時のフローチャート等作成
した
・各事業所での感染疑いのあ
るケースの共有化や対応の是
非などを検討し、統一した方
針で感染拡大の予防にあたっ
た
・疑いのある者や濃厚接触者
はいたが、感染者は一人も出
現していない
・第２波に備え、危機管理に
対応し、感染対策会議は継続
していく
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5/21緊急事態宣言解除
・訪問看護は5/25から通常の勤務に戻すも、引き続き部会やミーティングの短時間
化など徹底し、業務改善をすすめた
・居宅、包括の在宅ワークは継続した

7/31総括会議
「利用者家族がコロナ感染者の場合」を想定した討議を各部署で行い、BCP策定の
出発点とした
【感想より抜粋】
• 各部署どこが緊急事態に陥っても業務を継続できるよう各部署間の協力と連携
が必要。

• ＢＣＰ策定に向けた話し合いと実践・訓練の積み重ねが大切だと感じた。
• 模擬事例で向き合うことができた。誰がどこまで連絡するか、どこへ聞き取りす
るのか

• やることがたくさんあると気が付いた。ＢＰＣが準備され、みんなに周知されな
いといけない。

• 居宅のＢＣＰの項目の安否確認の役割が大きいが、確認後の段取りも想定でき
るように話し合い
たい。

第二波を想定し、分室の電話、パソコン設置、遠隔操作の機
器類等の整備をすすめていたが、７月には全て完備できた
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2020年11月京都府は特別警戒基準に
～BCPより業務体制の変更へ～

訪問看護
11/27より完全分室（ノートパソコン・電話設置）と
チーム制のサービス提供を開始した。ゴーグル着用開始
居宅介護支援
在宅ワークの継続（7名→5名～4名で運営）
マジックコネクト・携帯電話の購入で、自宅でも記録等
実務が可能となった。
包括支援センター
在宅ワークの継続(9名→7名→分室化で最大5名に）
マジックコネクト・携帯電話の購入で、自宅でも記録等
実務が可能となった。2021年1月より分室を開始。

＊Wi-Fi環境整備による地域ケア会議等運営し、研修も
事業所で受講できるようになった 8



1.民主的管理運営を～議論と対話を
通じてより高い共通の認識に～

• 管理委員会

• 役責会議

• 事務部会

• 各部署会議

• 共同組織担当者会議

• 広報委員会

＊3部署事例検討会
（役責が運営） 年2回発行のむつみには、職員や

共同組織の取り組みを反映

9

ホームページを毎月更新



2.民医連運動に全職員で取り組む事
業所づくりをめざして

• 「友の会と共に」をつらぬく

役員会に担当者、管理者が参加

• 「創意ある取り組み」を徹底

共同組織担当者で毎月意見交換・
事業所での具体化をすすめた

• 「友の会の活動は、全員で」を
合言葉に

友の会便りの手配り、月間の地域
行動に参加

• 広報誌で法人内外に知らせる

実践しつつ自己評価を高める

2019年家族会での学習会

2019年原水禁バザー 10



2020年共同組織強化月間と
介護ウェーブ

• コロナ禍で何ができるの、何
が起こっているの？が出発点

• 友の会・利用者向けに聞き取
りアンケートを作成（5月）

• 平和パネル展・作品展を開催

そして迎えた月間では・・・
①作品展第2弾（盛況につき）
②私の健康自慢(聞き取り）
③地域行動はやっぱりやろう！

介護ウェーブ署名も目標突破！
法人2863筆 ステーション868筆
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3.経営方針の作成と討議状況
• 法人の必要経費の提案
• 昨年度の事業所実績の確認
• 次年度に求められる事業所の在り方
• 地域のニーズ、国や自治体の動向
• 目指すべき事業所にとって必要な人材の確保
• 事業所に必要な経費の明確化

２月：管理委員会で一次予算討議 終了
２月：役責会議で共有化、意見交換 終了
これから各部署で一次予算の提案、意見交換

12



2021年介護報酬改定と現段階の到達

①法人の必要経費の提案を受けている

②昨年度実績を確認している

③2021年度求められる事業所とは

BCP策定と危機管理への対応・地域とのつな
がり・医療機関やサービス事業所との関係
づくり

④国の動向・自治体の動向→まさに今

改定のQ＆Aの理解、改定の当てはめ、第8期
事業計画の把握
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⑤人材確保

・訪問看護師の大募集
(紹介会社を通して、知人や友人

を全職員で総当たり）

・ケアマネ育成が鍵

⑥必要経費の抽出作業

【職員での議論の経過】

●コロナ禍が続く2021年度の業務の在り方

訪問看護のチーム制(分室）と居宅・包括の在宅
ワークの継続

●介護報酬改定(全体像と各事業所別課題）の理解

●現体制下での予算の指標を提案
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事業活動も経営活動も地域の運動も
職員全員ですすめていく！

●赤字経営では介護サービス事業
所は存続しない。単独でも経営が
成り立つこと、民医連の発祥地で
ある待鳳地域とともに！を貫く
●コロナ禍でも事業継続できる体
制づくり
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●各部署の自立性・独立性を守
りながら、事業所としての方針
を実践する
●相互理解と相互批判の気風づ
くり。働く仲間を大切に、働き
やすい事業所づくりを推進


